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● AVCネットワーク社を担当しております榎戸と申します。 
● どうぞよろしくお願いいたします。 

 
● それでは、AVCネットワーク社の事業方針について、 
    ご説明させていただきます。 
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● まず2015年度の総括についてご説明いたします。 
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● 2015年度、販売は11,698億円 対前年101%、 
  利益は747億円 利益率6.4%で着地いたしました。 
 
● 為替の追い風もあり、増収・増益となっております。 
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● 一方中身は、まだ課題もございます。 
 
● 左側は基幹事業別売上の階段グラフとなります。 
  モビリティ事業、コミュニケーション事業の販売不振を、 
  ソリューション事業の塊で挽回いたしました。 
 
● 右側の営業利益につきましては、増益分を主に 
  ソリューション事業の基盤強化に向けて投資（先行投資・固定費）し、 
  対前年＋229億の増益です。 
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● 課題事業は、モビリティ事業とコミュニケーション事業の2つです。 
 
● モビリティ事業については「米国の販売不振」が課題の主要因です。 
  欧州、日本については順調に販売を伸ばしておりますが、  
  米国では前年比70%と非常に苦戦いたしました。 
 
● コミュニケーション事業については、市場占有率グローバルNo.1の   
  固定電話の市場が縮小し、販売を落としています。 
  加えて、この固定電話から新規事業である 
  ホームネットワーク事業への転地も遅れております。 
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● 2015年度は、2016年度以降に向けた布石も打ってまいりました。 
 
● M&Aは、過去2年間で10件ほど実施しました。 
  特にアビオニクス事業では衛星通信網を使った通信事業での 
  シナジー効果を狙ったITC Globalの買収を行いました。 
  また、QSR（ファストフード）業界向けの店舗オペレーション 
  ソフトウェアを提供しているQuickServiceSoftware社を 
  買収いたしました。 
 
● 体制面では、昨年度4月よりイノベーションセンターを 
  立ち上げ、研究・開発技術者約500名を前線化しております。 

 
● 具体的な活動としては、国内外約200社の会社様と協業を 
  進めており、実証実験についても数多く実施しております。 

 
● 事例としましては、例えば自動翻訳や光IDの実証実験など、  
  お客様との共創活動を推進しています。 
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● 続きまして、2016年度の事業方針です。 
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● 経営数字につきましては、販売は、11,750億、対前年100% 
  としました。 
 
● 営業利益については、ソリューション事業拡大に向けた 
  先行投資を継続して行い、減益となります。 
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● 売上はモビリティ事業、映像・イメージング事業、 
  ソリューション事業は増収を見込んでおります。 
  コミュニケーション事業は横ばい、為替の影響で 
  全体ではほぼ前年並みとなります。 
 
● 営業利益につきましては、増販益分を含めて、 
  昨年度に続きさらに先行投資を継続します。 
 
● 着地としては100億円の減益となります。 
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● 全社として3/31に発信した3つの事業の分類にあわせて 
  ご説明いたします。 
 
まず収益改善事業に分類される2つの事業をご説明いたします。 
● 一つ目はモビリティ事業です。 
● 昨年度より米国の販売建て直しを実施してきました。 
  販売が2015年度で約100億円落ちて現状2,000億円規模となって 
  おりますが、本年度は約140億円の増収を見込んでおります。 
● 米国の販売体制強化としては、昨年度半年かけて、 
  堅牢モバイルに特化した営業・SE専任体制を構築いたしました。 
● 加えて、モバイルワーカーを対象にしたターゲット顧客の 
  絞り込みを実施し、流通在庫を徹底的に削減いたしました。 
● またサービス販売の体制強化として、サービス収入を上げながら 
  利益構造を改善してまいります。 
● 商品力強化としては、従来堅牢モバイルといえばラップトップ型が 
  主流でしたが、タブレット型への移行が急速に進んでおります。 
  タブレットの商品ラインアップを一気に拡充いたします。 
● また物流向け、警察向けにハンドヘルドタイプの堅牢モバイルも 
  導入しております。 
● 特に、堅牢×通信×決済において差別化を図った商品を 
  拡充してきており、16年度はその刈取りの時期という位置づけです。 
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● もう一つの収益改善事業であるコミュニケーション事業に 
  つきましては、新規事業への転地を加速するとともに、 
  既存事業での収益性を改善いたします。 
 
● ホームネットワークについては、昨年度実施した保険会社との 
  協業等を通して、Ｂ２Ｂ２Ｃという新しい商流を構築してまいります。 
 
● 固定電話については、毎年シェアアップしているものの 
  市場が急速に縮小しているため、市場規模に固定費構造 
  を適応させてまいります。 
 
● IP-PBXについては、ライセンス・ソフトウェア等の拡販で 
  収益構造を変革してまいります。 
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● 映像・イメージング事業は安定成長事業という位置づけです。 
 
● 16年度は増収・増益を見込んでおり、年率約3％の成長を 
  目指します。 
 
● 特に本年度は、エンターテインメント産業を重点分野と位置づけ、 
  大手テーマパークやホテル、MICE、スタジアム等を中心に、 
  お客様により突き刺さった活動をしてまいります。 
 
● 商品力につきましても、高輝度プロジェクター、デジタルカメラ、 
  放送用カメラ、監視カメラを強化してまいります。 
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● ソリューション事業は高成長事業という位置づけです。 
 

● 日・米・欧を中心に業界別ソリューションを強化してまいります。 
 

● 日本については、従来以上に流通・物流業界向けの提案を 
  強化しており、新しいシステム商材の開発も進んでおります。 
  また、スマートメンテサポート事業として、ダムを点検する 
  水中ロボットや、ドローンと映像解析技術を活用した橋梁点検の 
  自動化などを展開してまいります。 
 

● 海外に置きましても、昨年度から継続してソリューションの 
  体制強化の投資を続けてまいります。 
 

● 北米は昨年度日本に続き北米イノベーションセンターを新設し、  
  食品流通業界に特化したソリューション部門を新設いたしました。 
  さらに、先ほど事例に挙げたQuickServiceSoftware社等の 
  ソフトウェアの開発体制も強化してまいります。 
 

● 欧州につきましても、欧州イノベーションセンターを新設し、 
  新しいソリューション会社を設立いたしました。 
 

● M&Aにつきましても、継続して日・米・欧で案件を推進して 
  まいります。 
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● 続きまして、18年度に向けた当社の取組みをご説明いたします。 
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● 我々は、サービス産業のエキスパートになり、 
  お客様の事業の成功に貢献していきたいと考えております。 
 
● 特に流通・物流、エンターテインメント、パブリック、アビオニクス 
  という４つの業界を重点領域として、 
  これらの業界へのソリューションを提供してまいります。 
 
● 特に、お客様のお客様を意識したソリューション事業を 
  展開していきます。 
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● この考え方の背景として、業界別のＩｏＴ投資予測データを 
  ご説明いたします。 
 
● 丸の大きさが投資規模、横軸が１８年度に向けた平均成長率を 
  示しております。 
 
● 現在のところ、規模はまだ小さいですが、１８年度に向けて 
  投資が集中する右下のサービス産業分野を重点領域として 
  事業推進してまいります。 
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● これらの重点領域への我々の提供価値をご説明いたします。 
 
● まず流通・物流業界については、店舗や物流の倉庫などで、 
  「回転率の向上」と「省人化」をキーワードにソリューション 
  展開してまいります。 
 
● エンターテインメント業界については、「集客力」と「客単価の向上」、 
  パブリック業界は「安心・安全の向上」と「省人化」、 
  そしてアビオニクスは従来に引き続き、「乗客満足度の向上」と 
  「メンテナンス効率化」、 
  こういったキーワードを元に各サービス業界に貢献してまいります。 
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● 各領域における１８年度の売上規模感はここに示す通りです。 
 
● 流通・物流業界については最も大きな成長を目指しています。 
 
● エンターテインメント、パブリック、アビオニクス業界については 
  それぞれ3,000億円規模を目指してまいります。 
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● ここから、目指すB2Bソリューションのイメージを持っていただくため、 
  いくつか事例をご説明いたします。 

 
● まず流通・物流領域での事例として、QSRに代表される外食業界に 
  おける取組みをご紹介します。 
 
● 従来より、この業界のお客様には、POSシステムを提供し、 
  貢献してまいりました。 
 
● それに加え、KIOSKシステム、ドライブスルー向けシステム、 
  さらにモバイルオーダーソリューションの提供を始めました。 
 
● 本年度はさらに、M&Aで獲得したQuickServiceSoftware社の 
  バックオフィスソフトとの連携や、AIS社スマートファクトリー部門が 
  展開するPanaCIM（製造設備をIoTで繋げるソリューション）を 
  応用し、店舗全体のオペレーションを効率化するソリューションの 
  展開を開始しています。 
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● 続きまして、エンターテインメント領域の事例として、 
    スタジアム業界における取組みをご紹介します。 
 
● 我々は、日本と米国を中心に大型LEDの事業を展開しております。 
 
● また、プロジェクターやサイネージ、放送用カメラといった 
  映像機器を納入してまいりました。 
 
● 加えて、日本において、統合演出マネジメントシステムや、 
  モバイルオーダー、SNS映像配信システムなどの 
  新たなソリューションの提供を開始しています。 
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● 最後にパブリック領域での事例です。この領域は地域によって 
  それぞれ特徴があります。 
  ここでは米国の警察業界における取組みをご紹介します。 
 
● 従来より、当社はこの業界において、堅牢PCでNo.1のシェアを 
  もっています。 
 
● それに加え、堅牢タブレット、車載カメラ＆レコーダーを 
  提供してまいりました。 
  警察官一人一人に装着する装着型のカメラの提供も 
  開始しております。 
 
● さらに本年度より、捜査に関連する映像／画像等の情報を 
  統合的に管理するシステムの提供も開始いたします。 
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● このような取り組みにより、特にソリューション事業を 
  拡大させながら、18年度で利益率7％の達成を目標といたします。 
 
● 2020年度以降に利益率10％以上を確実に達成するカンパニーに 
  なるということが、AVCネットワークス社の目指す姿でございます。 

 
● 私の方からのご説明は以上とさせていただきます。 
  ありがとうございました。 
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